
令和元年度 

第２回高崎市榛名地域振興協議会次第 

日 時：令和２年１月２７日（月） 

午前１０時３０分～ 

場 所：榛名支所 ４階４０１会議室 

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 議 事

  （１）榛名地域に関わる事業報告について

  （２）榛名地域のまちづくりに関する意見について

４ 連絡事項

５ 閉 会

【配布資料】

 資料１   榛名地域に関わる事業報告一覧

 資料２   榛名地域のまちづくりに関する意見一覧

 参考資料  平成 30年度 高崎市決算の概要



資料１ 

榛名地域に関わる事業報告一覧

ページ 事 業 名 
所  属 

（支  所） 

１ 自主防災支援事業 
総務部防災安全課  

（榛名支所地域振興課） 

２ 移住・定住を促進するための取り組み 

総務部企画調整課 

（榛名支所地域振興課） 

建設部建築住宅課  

（榛名支所建設課） 

３ 榛名地域におけるスポーツイベント事業 
総務部スポーツ課  

（榛名支所地域振興課） 

４ 
農業者の成長産業化への取り組み 

（農業者新規創造活動事業補助） 

農政部農林課  

（榛名支所産業観光課） 

５ 観光振興 
商工観光部観光課  

（榛名支所産業観光課） 

６ 高浜クリーンセンター建設事業 
環境部 

環境施設整備室 





 

榛名地域に関わる事業報告書 
 

 
令 和 元 年 １０月 ３１日 現 在  

事 業 名 自主防災支援事業 
所属 

（支所） 

総務部防災安全課 

(榛名支所地域振興課) 

実施期間 令和元年度 事業の種類 ソフト事業 

 

【事業概要】 

対 象 町内会 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

地域防災力の強化を図るた

め、地域防災の基礎となる、地

域住民による町内会単位で組織

される自主防災組織の結成及び

活動を支援する。 

・自主防災組織用防災資機材 

購入補助金 

・自主防災組織防災訓練経費 

補助金 

・防災訓練の指導 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 － － ・自主防災組織用防災資機材購入補助金交付件数 

 市全体    25 件     榛名地域   1 件 

・自主防災組織防災訓練経費補助金交付件数 

 市全体   217 件     榛名地域   14 件 

・年度末自主防災会結成数 

市全体   新規 17 件、計 365 町内会（69.0％） 

榛名地域 新規 2 件、計 39 町内会（62.9％） 

国 － － 

県 － － 

地方債 － － 

その他 － － 

一般 － － 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 － ・自主防災組織用防災資機材購入補助金 （組織結成時 1 回のみ団体へ 20 

万円補助） 

交付件数    市全体   15 件    榛名地域   １件 

・自主防災組織防災訓練経費補助金 （防災訓練への補助 10 万円／年） 

交付件数    市全体  178 件    榛名地域  11 件 

・自主防災会結成数 

        市全体   新規 9 件、計 374 町内会（70.7％） 

榛名地域 新規 1 件、計 40 町内会（64.5％） 

国 － 

県 － 

地方債 － 

その他 － 

一般 － 
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２

榛名地域に関わる事業報告書 

 令和元年１０月３１日現在 

事 業 名 移住・定住を促進するための取り組み 
所属 

（支所） 

総務部企画調整課 

(榛名支所地域振興課) 

建設部建築住宅課 

(榛名支所建設課) 

実施期間 令和元年度 事業の種類 ソフト事業 

【事業概要】 

対 象 市民、市内外移住者 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

地域の人口減少に対し、定住

人口の増加を図るため、市内外

からの移住促進や、現在住んで

いる人の定住化を推進する。 

・移住促進資金利子補給金交

付事業 

・住環境改善助成事業 

・定住促進空き家活用家賃助

成事業 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 － － ・移住促進資金利子補給金交付事業  平成 28 年度～30 年度 

市全体      件数 259 件  金額  38,952 千円 

榛名地域    件数  73 件   金額 10,263 千円 

・住環境改善助成事業  平成 23 年度～ 

市全体     件数 720 件  金額 134,379 千円 

榛名地域    件数  33 件  金額   5,947 千円 

・定住促進空き家活用家賃助成事業  平成 26 年度～ 

    市全体     件数   3 件 

榛名地域    件数   1 件 

国 － － 

県 － － 

地方債 － － 

その他 － － 

一般 － － 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 － ・移住促進資金利子補給金交付事業 （融資の利子 5年間を全額補給） 

市全体      件数  65 件  金額    7,896 千円（見込み） 

榛名地域    件数  19 件  金額    2,470 千円（見込み） 

・住環境改善助成事業 （最大 20万円助成、8月 1日から本申請申込み開始） 

市全体      件数 617 件  金額  115,056 千円（見込み） 

榛名地域    件数  21 件  金額    4,106 千円（見込み） 

・定住促進空き家活用家賃助成事業 (家賃の 2分の 1、上限 2万円月額助成) 

市全体      件数  2 件  金額      360 千円（見込み） 

榛名地域    件数  0 件  金額      0 千円（見込み） 

国 － 

県 － 

地方債 － 

その他 － 

一般 － 



 ３

榛名地域に関わる事業報告書 

 令和元年１０月３１日現在 

事 業 名 榛名地域におけるスポーツイベント事業 
所属 

（支所） 
総務部スポーツ課 
（榛名支所地域振興課） 

実施期間 令和元年度 事業の種類 ソフト事業 

【事業概要】 

対 象 スポーツイベント参加者 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

観光名所として名高い榛名山

と榛名湖の緑豊かな自然環境を

活かしたスポーツイベントを開催

し、参加者に榛名地域の魅力を

感じていただくとともに、高崎市

の特色あるまちづくりを全国に発

信し、榛名地域の振興を図るた

め。 

・榛名山ヒルクライムｉｎ高崎 

・榛名湖リゾート・トライアスロン 

ｉｎ群馬 

・U-12 国際親善サッカー大会 

・榛名湖マラソン 

・はるな梅マラソン 

地元ボランティアスタッフの

「おもてなしの心」による大会運

営と沿道の声援等の協力が、出

場選手からは毎回好評をいた

だいている。 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 46,500 46,500 ・第 6回榛名山ヒルクライムｉｎ高崎 

5/19(土)・5/20(日) エントリー7,619 人 出走 6,677 人 

・第 6回榛名湖リゾート・トライアスロンｉｎ群馬 

7/29(日) エントリー772 人 （台風接近のため中止） 

・第 6回榛名湖マラソン 

9/30 (日) エントリー1,778 人 （台風接近のため中止） 

・第 28 回はるな梅マラソン 

3/10(日) エントリー3,309 人 出走 2,822 人 

国 － － 

県 － － 

地方債 － － 

その他 － 8,000

一般 46,500 38,500 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 53,500 ・第 7 回榛名山ヒルクライムｉｎ高崎 

5/18(土)・5/19(日) エントリー7,451 人  出走 6,550 人 

・第 7 回榛名湖リゾート・トライアスロンｉｎ群馬 

   7/28(日) エントリー770 人  出走 662 人 

・U-12 国際親善サッカー大会 

   9/14(土)～16日（月） 参加チーム 8 チーム（海外 2 チーム） 

・第 7 回榛名湖マラソン 

   9/29(日) エントリー1,805 人  出走 1,527 人 

・第 29 回はるな梅マラソン 

   3/8(日)  定員 3,000 人（予定） 

国 － 

県 － 

地方債 － 

その他 － 

一般 53,500



４

榛名地域に関わる事業報告書 

令和元年１０月３１日現在 

事 業 名 
農業者の成長産業化への取り組み 

（農業者新規創造活動事業補助） 

所属 

（支所） 

農政部農林課 

(榛名支所産業観光課)

実施期間 平成２７年度～  事業の種類 ソフト・ハード事業 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

農業者の所得や雇用を増大

し、地域活力の向上を図るた

め、これまでの補助制度を再構

築し、地域資源を活用した６次

産業化や農産物のブランド化

等を図るための支援を行う。

＜主要な補助メニュー＞

・６次産業化等推進事業

ハード事業 

補助率：4/5 以内（1,000 万以内） 

ソフト事業補助 

補助率：定額（200 万円以内） 

・ブランド商品開発事業 

補助率：定額（200 万円以内） 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 150,000 101,776 事業名                  （榛名地区の件数） 

・６次産業化推進事業補助      （3 件）21,392 千円 

・ブランド商品開発事業補助     （7 件）11,179 千円 

・高崎農業の将来を考える研究会補助金（1件）   300 千円 

・地元農畜産物消費拡大事業補助金  （15 件）  325 千円 

                    計 33,196 千円

国 － － 

県 － － 

地方債 － － 

その他 － － 

一般 150,000 101,776 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 150,000 大変好評な事業で、予算総額は、前年同額の1億5千万円を維持しています。 

現在までの榛名地区における各事業の申請件数・金額は下記のとおりです。 

事業名                  （榛名地区の件数） 

・６次産業化推進事業補助      （4 件）25,834 千円 

・ブランド商品開発事業補助     （4 件） 5,062 千円 

・高崎農業の将来を考える研究会補助金（0件）     0 千円 

・地元農畜産物消費拡大事業補助金  （10 件）  241 千円 

計 31,137 千円

国  － 

県 － 

地方債 － 

その他 － 

一般 150,000



５

榛名地域に関わる事業報告書 

 令和元年１０月３１日現在 

事 業 名 観光振興 
所属 

（支所） 

商工観光部観光課 

(榛名支所産業観光課)

実施期間 平成２７年度～ 事業の種類 ソフト・ハード事業 

【事業概要】 

対 象 市民、観光客 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

魅力ある観光地として、地域

資源を生かした観光振興を図

り、誘客につなげる。 

榛名湖畔や榛名神社等にお

いて各種イベントを開催すると

ともに、観光地にふさわしい施

設整備に努める。 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 10,600 10,600 ・社家町活性化事業 

幽玄の杜音楽会（5月 26日） 

新そば祭り（11月 18 日） 

・榛名湖活性化事業 

榛名湖ビッグサマーフェスタ（7 月 14 日～8月 26 日） 

  榛名湖イルミネーションフェスタ（12月 7 日～26日） 

・施設整備事業 

  関東ふれあいの道整備工事 

国 － － 

県 － － 

地方債 － － 

その他 － － 

一般 10,600 10,600

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 10,600 ・社家町活性化事業 

新そば祭り（11月 24 日） 

・榛名湖活性化事業 

榛名湖ビッグサマーフェスタ（7 月 13 日～8月 25 日） 

榛名湖イルミネーションフェスタ（12 月 6日～28日） 

・施設整備事業 

関東ふれあいの道整備 

国 － 

県 － 

地方債 － 

その他 － 

一般 10,600



６

榛名地域に関わる事業報告書  

令和元年１０月３１日現在 

事業名 高浜クリーンセンター建設事業 
所属 

（支所） 

環境部 

環境施設整備室 

実施期間 平成 ３０ 年度～令和 ４ 年度 事業の種類 ハード事業 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

本市のごみ処理の大半を担っ

ている高浜クリーンセンターの老

朽化に伴い、社会情勢の変化に

対応可能な規模及び能力を備え

た施設に整備する。 

環境省所管の循環型社会

形成推進交付金や基金等を

有効に活用し、一般財源の支

出抑制を図りながら、整備を

進めていく。 

周辺地域の代表者等からな

る「新焼却施設整備に係る意見

交換会」を設置し、建設計画や

周辺環境の整備等について、

協議調整を行い、事業を進めて

いる。

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 106,256 92,132 【本体工事】 

・プラント設備工事及び土木建築工事に係る設計等を開始 

【関連事業】 

・高浜クリーンセンター建設に伴う周辺施設整備として、高浜

長寿センター、中河原児童公園、下里見スポーツ広場及び

久留馬公民館の整備 

国 4,440 3,235

県 

地方債 74,500 66,300

その他 

一般 27,316 22,597

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 305,860 【本体工事】 

・プラント設備の設計を行うとともに、各種機器を含めた配置計画や本体工

事全体の設計 

・新規施設の建設地にある既存施設の長寿センターやテニスコート等の解

体工事を実施 

【関連事業】 

・さくら通りの延伸について、地元地域と協議調整を行いながら、事業を進め 

ている。 

国 9,095 

県 

地方債 215,700 

その他 

一般 81,065 
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榛名地域のまちづくりに関する意見一覧 
 

 

榛名支所 地域振興課 
 

 

 

 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

□榛名地域のまちづくりに関する意見〔令和２年１月２７日開催〕                           №１ 

                         

内容区分 意  見 回  答 
高齢者による運転免

許証自主返納者への

移動手段について 
 
 
 
 
 
 
 
 

このところ、高齢者の交通事故のニュースが増

加傾向にあり、他人事ではないと実感している。 
そのような中で、榛名地域の特性や利用者のニ

ーズを捉えて、運転免許証自主返納者への移動手

段を考えていただき、運転事故防止に繋がる支援

策を是非お願いしたい。 
     

 
 
 
 
 
 
 
 

 

お年寄りや障がいをお持ちの方の移動支援施策として

「おとしよりぐるりんタクシー」を令和２年６月１日より

運行開始する予定です。 
ルートについては、地域の方々のご意見を伺いながら最

終調整をしているところで、２台の車いす対応の福祉車両

が、３０～４０分間隔で、大型商業施設や医院、歯科医院

並びに既存のバス停周辺を通るルートを２ルート設定す

る予定です。 
気軽な移動手段としてご利用いただけるよう、利用料金

は無料で登録や事前予約は必要ありませんので、これによ

り外出の機会を増やしていただくことで、介護予防に繋が

り、運転免許証自主返納後の移動手段としてもご利用いた

だけるものと考えている。 
                             



１

平成３０年度高崎市決算の概要について

　平成３０年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１,６６７億２,０３５万円、歳出は、１,６１８億７１１万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出

一　　般　　会　　計 １,６８８億７,０００ １,６６７億２,０３５ １,６１８億　 ７１１

特　　別　　会　　計 ７５８億８,９２７ ７６３億２,０７７ ７５０億３,２７８

国民健康保険事業 ３６２億４,６６６ ３６５億５,４１４ ３５９億４,７２４

介 護 保 険 ３３９億５,９１６ ３３９億８,８９２ ３３３億９,６４５

後 期 高 齢 者 医 療 ４５億４,６０４ ４６億３,５２５ ４５億８,８３２

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億２,２８７ １億２,６０６ １億１,２２０

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

７,０３６ ７,５０４ ４,８７７

農業集落排水事業 １億６,０４６ １億５,９９４ １億５,８３７

駐 車 場 事 業 ２億４,１３４ ２億３,９０３ ２億３,９０３

土 地 取 得 事 業 ５億４,２３９ ５億４,２３９ ５億４,２３９

合　　　　  　　　計 ２,４４７億５,９２７ ２,４３０億４,１１１ ２,３６８億３,９８８
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県支出金 106億7,945万円 (6.4％)
地方消費税交付金 72億7,795万円 (4.4％)

繰 入 金 60億9,317万円 (3.7％)
使用料及び手数料 30億5,389万円 (1.8％)
繰 越 金 20億 598万円 (1.2％)
地方譲与税 12億4,875万円 (0.7％)
分担金及び負担金 7億7,472万円 (0.5％)
そ の 他 19億3,384万円 (1.1％)

＊歳入の「その他」は、自動車取得税交付金、
財産収入、地方特例交付金、配当割交付金、
寄附金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場
利用税交付金、利子割交付金、交通安全対策
特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成
交付金です。

市 税
619億3,080万円

（37.1％）

【歳 入】

歳 入

1,667億2,035万円

国庫支出金

232億9,978万円
(14.0％)

地方交付税
133億4,757万円

(8.0％)

諸 収 入
174億5,936万円

（10.5％）

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

市 債

176億1,510万円
(10.6％)

2



民 生 費

552億8,774万円
(34.2％)

総 務 費

150億8,665万円

(9.3％)

商 工 費

160億5,445万円
(9.9％)

土 木 費

304億6,052万円
(18.8％)

教 育 費

145億2,434万円
(9.0％)

公 債 費

130億9,625万円
(8.1％)

歳 出

1,618億 711万円

◎ 歳入決算額 １,６６７億２，０３５万円（Ａ）
歳出決算額 １,６１８億 ７１１万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ４９億１，３２４万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
６億４,２９５万円を繰越し、さらに財政調整基金へ３３億円積み立て、
残りの９億７，０２９万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

衛 生 費 89億8,480万円(5.6％)

消 防 費 49億 966万円(3.0％)

農林水産業費 25億8,422万円(1.6％)

そ の 他 8億1,848万円(0.5％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。
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２

２９年度 ３０年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ６０６億 　　２１ ３６.８ １.２ ６１９億３,０８０ ３７．１ ２.２

2 地 方 譲 与 税 １２億３,８８０ ０.８ △０.１ １２億４,８７５ ０.７ ０.８

3 利子割交付金 ９,０９４ ０.１ ７５.９ ８,９３５ ０.１ △１.７

4 配当割交付金 ２億５,１３６ ０.１ ５１.８ １億９,４０３ ０.１ △２２.８
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ２億５,７７９ ０.２ １６７.０ １億６,１８３ ０.１ △３７.２

6
６９億 　２４５ ４.２ ６.３ ７２億７,７９５ ４.４ ５.４

7
１億２,７２８ ０.１ △８.４ １億２,４０４ ０.１ △２.５

8
３億８,５９１ ０.２ ３５.８ ３億９,６４０ ０.２ ２.７

9
３,１４７ ０.０ △６.６ ３,１１７ ０.０ △０.９

10 地方特例交付金 ２億７,４８５ ０.２ ６.７ ３億１,７９３ ０.２ １５.７

11 地 方 交 付 税 １４１億 　４７４ ８.６ △４.８ １３３億４,７５７ ８.０ △５.４
普 通 交 付 税 １２１億５,８９２ ７.４ △４.５ １１３億６,１３５ ６.８ △６.６
特 別 交 付 税 １９億４,５８２ １.２ △６.５ １９億８,６２２ １.２ ２.１

12
８,５６５ ０.０ △３.４ ７,９６０ ０.０ △７.１

13 分担金・負担金 ９億９,００４ ０.６ △８.４ ８億２,９２６ ０.５ △１６.２

14 使用料・手数料 ３１億４,８７０ １.９ △０.５ ３０億６,９８５ １.９ △２.５

15 国 庫 支 出 金 ２２５億９,７６４ １３.７ ０.９ ２３３億７,７１６ １４.０ ３.４

16 県 支 出 金 １０８億３,３０７ ６.６ １１.７ １０８億 　　　４ ６.５ △０.３

17 財 産 収 入 ２億７,２３５ ０.２ △３３.４ ２億３,３０５ ０.１ △１４.４

18 寄 附 金 １億３,８２４ ０.１ １６.９ １億６,２８８ ０.１ １７.８

19 繰 入 金 ６０億６,３８７ ３.７ １３.９ ６０億９,３７３ ３.７ ０.５

20 繰 越 金 ２０億２,７３８ １.２ △３４.１ ２０億３,９５４ １.２ ０.６

21 諸 収 入 １９３億３,３５２ １１.８ △７.９ １７３億３,４２０ １０.４ △１０.３
貸付金元利収入 １５６億８,２７６ ９.６ △９.７ １３７億２,５１６ ８.２ △１２.５

22 地 方 債 １４６億９,４００ ８.９ △１３.９ １７６億１,５１０ １０.６ １９.９

１,６４４億５,０２５ １００.０ △１.４ １,６６７億５,４２１ １００.０ １.４合           計

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　　入 （単位  万円）
　　　　　年　度
区　分

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得税
交 付 金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金
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２９年度 ３０年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２０１億９,６８２ １２.７ △１.８ ２０３億６,７６５ １２.６ ０.８

う ち 職 員 給 １２８億０,２８８ ８.０ ０.２ １２８億７,１５７ ８.０ ０.５

2 扶 助 費 ３４１億６,３９１ ２１.４ ０.９ ３４４億１,３０５ ２１.３ ０.７

3 公 債 費 １３８億５,３３７ ８.７ ２.３ １３６億３,８６４ ８.４ △１.５

4 物 件 費 １８７億２,６８２ １１.７ ４.３ １９３億７,８６８ １２.０ ３.５

5 維 持 補 修 費 １３億２,７６１ ０.８ △７.３ １３億４,５０４ ０.８ １.３

6 補 助 費 等 １７０億４,３５５ １０.７ △２.８ １７０億１,６４４ １０.５ △０.２

7 積 立 金 ９億６,５８９ ０.６ △７.７ ８億５,６４８ ０.５ △１１.３

8 投資・出資金

貸 付 金 １５７億１,０２０ ９.９ △９.７ １３７億６,２５６ ８.５ △１２.４

う ち 貸 付 金 １５６億６,８５７ ９.８ △９.７ １３７億１,７３７ ８.５ △１２.５

9 繰 出 金 １１５億８,１３１ ７.３ １.３ １１８億４,８４９ ７.３ ２.３

10 普通建設事業費 ２５７億３,８１２ １６.２ △５.０ ２９１億８,７６８ １８.１ １３.４

うち補助事業費 １３０億６,６１２ ８.２ ４７.１ １４６億２,４７９ ９.０ １１.９

うち単独事業費 １２６億７,２００ ８.０ △３０.４ １４５億６,２８９ ９.０ １４.９

11 災 害 復 旧 費 ３１３ ０.０ １２.４ ０ ０.０ 皆減

１,５９３億１,０７１ １００.０ △１.６ １,６１８億１,４６９ １００.０ １.６

５１億３,９５４ ― ２.２ ４９億３,９５２ ― △３.９

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　　出
（単位  万円）

　　　　　年　度
区　分

合      計
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３ 　平成３０年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

1,667億5,421 1,377億2,031 451億6,439 782億3,056 781億3,262

373,331人 336,641人 111,295人 213,213人 224,271人

（単位　万円）

人 口 （ H31.3.31 現 在 ）

歳 入 総 額

22億9,120 18億9,933

1,618億1,469 1,344億9,493 425億7,354 758億2,361 755億6,726歳 出 総 額

実 質 収 支

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

地 方 債 現 在 高

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

積 立 金

現 在 高

344億6,970 703億6,971 649億1,428

94.4％ 98.0％ 93.6％ 96.7％ 90.5％

5.2％ 3.4％ 9.9％ 5.4％ 4.2％

42億9,658 25億5,229 25億5,260

0.856 0.821 0.573 0.844 1.036

37.1％ 64.9％ － 39.7％ 35.2％

財 政 力 指 数

5.8％ 8.2％ 4.9％ 5.0％ 5.6％

1,486億1,261 1,545億　566

30億7,464 3億1,156

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

117億8,364

減 債 基 金 11億4,869 4億　229 2億7,346 10億3,585 13億8,245

財 政 調 整 基 金 66億3,035 62億7,110 38億3,915 47億6,867

そ の 他 76億6,372 38億2,921 48億2,510

実 質 収 支

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の、標準財政
規模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の、標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上にな
ると財政の早期健全化を図ることとなります。

経常収支比率

実質公債費比率

将来負担比率

財 政 力 指 数

財政調整基金

減 債 基 金
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